
平成 29 年 10 月 2 日 
 

 
「BCP 応援パッケージ」の取扱い開始について 

                  
名古屋銀行（頭取 藤原 一朗）は、中小企業や小規模事業者の減災対策や早期復旧に関

する取組みを推進するため「BCP※1 応援パッケージ」の取扱いを開始いたしますのでお知

らせします。 
当行の主要営業エリアである愛知県は、「南海トラフ巨大地震」や「東海・東南海・南海

3 連動地震」などの想定震源域となっています。「BCP 応援パッケージ」はお客さまの BCP
策定促進や伴走型での対策サポートを目的として、関係団体と連携したパッケージ商品と

なっています。 
今後も名古屋銀行はお客さまの経営課題と向き合い、地域社会に貢献してまいります。 
 

記 
 

「BCP 応援パッケージ」の概要 
名   称 BCP 応援パッケージ 
取扱開始日 平成 29 年 10 月 2 日（月） 
サービス内容 ① お客さまの要望に応じた BCP に対するサービスの紹介 

・「BCP 診断サービス」（㈱インターリスク総研） 
・「BC 現状分析サービス」（富士通㈱） 
・「レジリエンス認証※2」の取得支援（関係機関を紹介） 
② 「BC 取組宣言」をツールとした BC 対策の意識醸成 
③ 「BC 支援ローン」の活用 

   詳細は別添チラシをご参照下さい。 
 
 ※1 BCP：Business Continuity Plan＝緊急時企業存続計画（事業継続計画ともいう） 

     ・企業が自然災害・大火災などの緊急事態に遭ったとき、事業資産の損害を最小限にとどめつつ、

中核となる事業の継続あるいは早期復旧を可能とするために、平常時に行うべき活動や緊急時

における事業継続のための方法、手段などを取り決めておく計画のこと。 
  ※2 レジリエンス認証 
    ・内閣官房国土強靭化推進室が、事業継続に関する取組みを積極的に行っている事業者を「国土

強靭化貢献団体」として認証する制度を創設し、ガイドラインを制定する。ガイドラインに適

合した事業者（団体）がレジリエンス認証を取得できる。 
                                      

以 上 
 

 

 



名古屋銀行の 

応援パッケージ  

自然災害や大火災、パンデミック、サイバー攻撃など 

企業経営には様々な“脅威“が存在します。 

これらは事前の備えにより、 

被害の軽減や回避が可能となります。 

BCP は企業活動や従業員を守るだけではなく、 

『災害に強い企業』として企業価値向上に繋がります。 

名古屋銀行は地域のために 

皆さまの取組みをサポートいたします。 

BC コンサルティングサービス  

BC 支援ローン  



  

  

BCP策定を 

検討されている 

事業者の方 BC現状分析 

サービス等 

富士通 

株式会社 

名古屋銀行  

BCP：Business Continuity Plan = 緊急時企業存続計画（事業継続計画ともいう） 

企業が自然災害・大火災などの緊急事態に遭ったとき、事業資産の損害を最小限にとどめつつ、中核となる事業の継続あるいは早期復旧を可能とするため

に、平常時に行うべき活動や緊急時における事業継続のための方法、手段などを取り決めておく計画の事。 

 

BC(事業継続)に関する質問事項（問診形式）の回答から、現状の防災、BC に向けた取り組み状況及び 

今後の取り組むべき課題を分析・抽出した診断結果シートを作成いたします。 

※診断結果により BCP策定をご希望の場合は、コンサルティング（有料）のご提案も行います。 

 

従業員数 20 名以上の事業者の方にご利用いただけます。 

BC コンサルティングサービス 

ご利用いただける方 

経営コンサルティング  リスクマネジメント 

 

リスクマネジメントのコンサルティングに強みを持つ株式会社インターリスク総研と連携して、お客さまの 

不安や課題と向き合い、解決に向けて取り組みます。 



 

  

 

災害対策はお客さまの業種・規模・地域特性により異なります。そのため、現状を把握し、必要と考え 

られる取組みを宣言して、計画的な対策をとりましょう。 

 

名古屋銀行 

に提出   

 

・名古屋銀行はお客さまのＢＣ対策サポート

を行っています。 

・BC 関連団体と連携して、各種サービスを

提供しています。 

中種企業庁『中小企業ＢＣＰ策定運用指針』（http://www.chusho.meti.go.jp/bcp/index.html） 

この指針は、中小企業への BCP(緊急時企業存続計画または事業継続計画)の普及を促進することを目的として、中小企業関係者や有識者の意見を踏ま

え、中小企業庁が作成したものです。指針には、中小企業の特性や実状に基づいた BCP の策定及び継続的な運用の具体的方法が説明されています。  

一般社団法人レジリエンスジャパン推進協議会ホームページより抜粋 

 

『レジリエンス認証』は、事業継続（ＢＣ）の積極的な取組みを広めることにより、すそ野の広い、社会全体 

の強靭化を進めることを目的としています。本認証を取得することで自社の事業継続のための積極的な 

取組み姿勢を、顧客や市場あるいは世間一般に対してアピールすることができます。 

 

内閣官房国土強靭化推進室『国土強靭化貢献団体の認証に関するガイドライン』に基づく 

申請から認証までの流れ 

名古屋銀行は地域 

全体でのＢＣ対策を 

推進するため、本認 

証取得を関係団体 

と連携してサポート 

を行っています。 

認証取得を目指す 

際には名古屋銀行 

にご相談ください。 

http://www.chusho.meti.go.jp/bcp/index.html


 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 
ご利用いただける方 下記のいずれかに取組まれた法人・個人事業主 

①「ＢＣＰ診断サービス（簡易診断を含む）」を受けた事業者 

②『レジリエンス認証』（内閣官房国土強靭化推進室）を受けた事業者 

③『BC 取組宣言』を作成した事業者 

お使い道 防災・減災に資する設備等必要となる資金 

BCP 作成に必要な『コンサルティング費用』 

ご融資限度額 10 億円以内 

ご融資期間 10 年以内（据置 1 年以内含む） 

※建物新築・改築・耐震工事の場合は 20 年以内 

ご融資形態 手形貸付・証書貸付 

ご返済方法 1 年以内 元金均等返済 または 期日一括返済 

1 年超 元金均等弁済（据置 1 年以内） 

ご融資利率 当行所定金利 

担保・保証人 担保・保証人については、審査により必要となる場合がございます。 

信用保証の有無 愛知県信用保証協会又は名古屋市信用保証協会付保扱いでのお取扱いとな

る場合もあります。 
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不祥事 コンピュータ 
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感染症 

Business Continuity Management 

BCM（事業継続マネジメント） 

Business Continuity Plan 

BCP（事業継続計画） 

 

 

 

 

 

 

 

 ※保証協会扱いの場合は所定の保証料が必要です。 
※審査の結果、ご希望に添えない場合もございますので、予めご了承ください。 
※詳しくは各支店の融資窓口までお気軽にご相談ください。 


